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独立行政法人労働者健康安全機構
Japan Organization of Occupational Health and Safety



設立 平成16年４月１日

独立行政法人労働者健康福祉機構（平成16年設
立）と独立行政法人労働安全衛生総合研究所
（平成18年設立）が平成28年４月に統合し設立

独立行政法人の分類 中期目標管理法人

中期目標期間 ： ５年間

（第５期：令和６年４月１日～令和11年３月31日）

独立行政法人労働者健康安全機構の概要

機構は、独立行政法人労働者健康安全機構法に基づき、労働者の業務上の負傷又は疾
病に関する療養の向上及び労働者の健康の保持増進に関する措置の適切かつ有効な実施
を図るとともに、職場における労働者の安全及び健康の確保を図るほか、労働者の福祉
の増進に寄与するという目的の下、「勤労者医療の充実」、「勤労者の安全向上」及び
「産業保健の強化」を理念に法人運営を行っている。

主な事業

○労災病院事業（労災病院）
労災疾病等に関する予防から診断、治療、リハビリテーション、両立支

援、職場復帰に至る一貫した高度・専門的医療を提供、地域の医療水準の
向上に貢献

○治療就労両立支援事業（治療就労両立支援センター（部））  
治療と就労の両立支援の事例の収集・分析をした上で医療機関向けマ

ニュアルを作成し、労災指定医療機関等へ普及

○専門センター事業 （医療ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ・総合せき損センター） 
重度の被災労働者に対し高度・専門的な医療、リハビリテーションを実

施し、被災労働者の社会復帰を支援

○労働者の健康・安全に係る基礎・応用研究及び臨床研究の推進 
・労働安全衛生研究（労働安全衛生総合研究所）

労働安全衛生の総合研究機関として、労働安全衛生施策の企画・立案
に貢献する研究を実施

・労災疾病等医学研究（労災病院等）
労災補償政策上重要なテーマや新たな政策課題について、３つの分野

に集約化して研究開発を実施

○労働災害調査事業（労働安全衛生総合研究所）
大規模な労働災害や発生メカニズムが複雑な労働災害等の原因究明の

ための専門的な調査

○化学物質等の有害性調査事業（労働安全衛生総合研究所）
労働者の健康障害防止対策のために、化学物質の有害性調査等を実施

○産業保健活動総合支援事業（産業保健総合支援センター） 
産業保健サービスの提供等の支援を通じて、事業場における自主的産

業保健活動を促進

○未払賃金立替払事業
事業場の倒産等により未払となった賃金等を事業主に代わって労働者

に立替払を実施

○納骨堂の運営事業（高尾みころも霊堂）
産業災害殉職者の御霊を奉安する霊堂の環境整備、産業殉職者合祀慰

霊式の実施

○特定石綿被害建設業務労働者等に対する給付金等の支払
建設現場で石綿にばく露し、石綿関連の疾病を発症した労働者等に対

する給付金支払の実施

役割

職員数

令和７年４月１日現在 役員数 ８名 職員数 15,859名
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項目別評定調書 評 価 項 目 頁 実績評価
（自己評価）

１－１ 労災病院事業【重要度「高」】【困難度「高」】 3 Ａ

１－２ 治療就労両立支援事業【重要度「高」】【困難度「高」】 7 Ａ

１－３ 専門センター事業 12 Ｂ

１－４ 労働者の健康・安全に係る基礎・応用研究及び臨床研究の推進【重要度「高」】 13 Ａ

１－５ 労働災害調査事業 16 Ａ

１－６ 化学物質の有害性調査事業 18 Ｂ

１－７ 産業保健活動総合支援事業【重要度「高」】【困難度「高」】 20 Ａ

１－８ 未払賃金立替払事業【重要度「高」】 24 Ａ

１－９ 納骨堂の運営事業【重要度「高」】 27 Ａ

１－10 特定石綿被害建設業務労働者等に対する給付金等の支払 30 Ｂ

２－１ 業務運営の効率化に関する事項 31 Ｂ

３－１ 財務内容の改善に関する事項 33 Ｂ

４－１ その他業務運営に関する重要事項 38 Ｂ

業務実績 評価項目一覧
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評価項目Ｎｏ．１－１ 労災病院事業（業務実績等報告書 p.６）

Ⅰ 中期目標の内容

１ 疾病に関する高度かつ専門的な医療の提供
・労災病院が行う勤労者医療について、地域社会における保健活動及び産業保健活動との連携の下、先導的に実施するとともに、得られた知見を他の医療機関に
も効果的に普及させること。

・アスベスト関連疾患、化学物質等の有害因子へのばく露による健康障害など一般的に診断が困難な疾病や、脊髄損傷については、協働研究や労災疾病等に係る
研究の結果を共有しつつ、積極的に医療を提供すること。

２ 大規模労働災害、新興感染症等への対応
・労災病院において、大規模労働災害や新興感染症等の公衆衛生上重大な危害が発生した場合に速やかに対応できるよう、可能な限り体制を確保すること。
・感染症法の改正を踏まえ、感染症発生・まん延時には、各都道府県知事からの指示を受け、病床の割り当て等に係る協定にのっとった対応を行うとともに、厚
生労働大臣からの要請があった場合には、可能な限り県境を越える医療人材の広域派遣を行うこと。

３ 地域医療への貢献
・労災病院において、都道府県が策定する第８次医療計画や医療圏ごとの特性などを踏まえ、効果的な地域医療連携を推進すること。
・地域の医療機関との連携に当たっては、地域の医療ニーズの分析や関係機関との調整など機構本部が必要に応じて支援を行うこと。

４ 医療情報のICT化の推進
・労災病院においては、医療の質の向上と効率化を図るため、電子処方箋をはじめ、「医療DXの推進に関する工程表」に基づき政府が進める医療分野でのDXの各
取組に率先して取り組む等、医療情報のICT化の一層の推進を図ること。

５ 患者の意向と尊重と医療安全の充実
６ 治験の推進
７ 産業医等の育成支援体制の充実
８ 労災病院ごとの目標管理の実施
９ 行政機関等への貢献

【重要度「高」の理由】
我が国は本格的な「少子高齢化・人口減少社会」を迎え、職場においては、労働者の高年齢化が進展するとともに職業生活が長期化し、このため疾病リスクを抱

える労働者が増加傾向となっており、労災病院が担う勤労者医療の重要性が高まっているため。
【困難度「高」の理由】
労災病院が勤労者医療の中核的な拠点として先進的な取組を行うとともに、大規模労働災害や新興感染症等の発生時には、公的な医療機関として臨機応変かつ機

動的な対応が求められる。また、地域における人口減少・高齢化に伴う医療ニーズの質・量の変化等の課題に対応するため、地域から求められる役割に応じつつ、
効率的な病院運営を行うことは困難度が高い。

重要度 高

自己評価 Ａ

困難度 高
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要因分析（実績値/目標値が120%以上又は80%未満）

指 標
要因分析（分類：①「制度、事業内容の変更」、②「法人の努力結果」、③「外部要因」）

同一指標で2年続けて達成度が120%以上又は80%未満の場合は、目標変更の要否についても記載すること。

逆紹介率
（実績値76.8%、達成度121.9%）

② 地域の医療機関との連携強化並びに自院の外来診療の効率化及び入院診療の強化の観点から、比較的症状が安定した患
者を紹介元の開業医等へ積極的に逆紹介するなどした結果、年度計画63.0％を大幅に上回る76.8％を達成した。

Ⅱ 指標の達成状況

目 標 指 標
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度

実績値 達成度 達 成 度

地域医療への貢献 紹介率（労災病院平均）
76.0％以上

84.4％ 111.1％ ー ー ー ー

逆紹介率（労災病院平均）
63.0％以上

76.8％ 121.9％ ー ー ー ー

救急搬送応需率（地域医療支
援病院平均）
70.0％以上

72.9％ 104.1％ ー ー ー ー

患者の意向の尊重 患者満足度（労災病院平均）
80.0％以上

86.1％ 107.6％ ー ー ー ー

治験の推進 治験症例数 4,400件以上 3,635件 82.6％ ー ー ー ー
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Ⅲ 評定の根拠

根 拠 理 由

第三者評価の認定 令和６年度に病院機能評価の更新時期を迎えたすべての病院の更新を終えた。

勤労者医療の中核的な拠点としての
先進的な取組

労災病院における研究・開発により得られた知見について、日本職業・災害医学会学術大会での発表の場等
を活用し広く普及を図ったほか、医療ソーシャルワーカー（MSW）等が患者や家族が抱える経済的又は社会的
問題の解決に向けた調整・援助等の支援を行うことにより患者の社会復帰の促進に努めた。

大規模労働災害や新興感染症等の発
生時の対応

労災病院災害対策要領に基づき、近隣の医療機関等と協同し、合同訓練等を実施しており、該当病院におい
ては災害拠点病院、DMAT指定医療機関の機能を維持するとともに、各都道府県と労災病院との間で締結した医
療措置協定に基づき、感染症発生・まん延時に備えた医療提供体制を整備している。

効率的な病院運営 地域の医療需要、近隣病院の診療機能等を把握した上で最適な病床機能区分を選択する観点から病床機能の
変更が必要と判断した病院と本部で協議を行い、病床機能区分の見直しを図っている。
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独立行政法人労働者健康安全機構 項目別調書 １－２
重要度 高１－１ 労災病院事業 自己評価 Ａ

① 各病棟で受入可能な診療科の拡充
➢原則、どの診療科でも受け入れる「混合病棟」の導入

② 専従ベッドコントローラーの配置
➢緊急入院患者の入院病棟に係る決定権限の付与

③ 病床管理システムの導入
➢全病棟の空床状況を一画面で可視化

④ ベッドコントロールミーティングの毎朝開催
➢当日の予定入退院及び空床状況の共有

（③のシステムを活用）

（人）

79.1%
77.3%

78.4%

83.8% 84.4%

70.3% 69.4% 70.2% 76.2% 76.8%

60%

70%

80%

90%

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

紹介率

逆紹介率

地域医療
支援病院

25病院／29病院
（86.2％）

急充実１・２
総合１～３

11病院／29病院
（37.9％）

紹介受診
重点機関

26病院／29病院
（89.7％）

電子
処方箋

29病院／29病院
（100.0％）

※全国平均：8.5％ ※全国平均：13.0％

※全国平均：5.8％ ※全国平均：29.3％

2,565 
2,719 

3,049 
3,445 

3,579 

643 670 762 818 840

0
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2,500

3,000

3,500

4,000

２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

労災病院

全国平均

紹介率・逆紹介率の推移（p.16）

救急搬送患者数の推移（１病院当たり）（p.17）

地域の中核的役割の推進
（p.13）

高度急性期医療提供体制の整備
（p.14）

地域の医療機関等との連携強化
（p.17）

医療情報のICT化の推進（p.19）

救急搬送応需率が高い先進的な取組を
している病院の例（p.17）

困難度 高
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評価項目Ｎｏ．１－２ 治療就労両立支援事業
（業務実績等報告書 p.30）

自己評価 Ａ

Ⅰ 中期目標の内容
１ 治療と仕事の両立支援を推進するための治療や患者支援の推進

・労災病院及び労災病院に併設する治療就労両立支援センターにおいては、仕事を有する患者に対して診断時から治療の過程、退院時に至るまで、両立支援
コーディネーター等を活用し、患者へのきめ細かな支援を行うこと。

・労災病院以外の医療機関の患者に対しては、産業保健総合支援センターが両立支援コーディネーター等を活用しつつ地域の医療機関との連携、協力関係を構
築し、労働者への支援を推進すること。

・治療と仕事の両立支援コーディネーターマニュアルについて、治療就労両立支援センター等において新たに収集した事例や企業における課題等の分析及び評
価を行い、更新してその充実を図り、労災保険指定医療機関等及び事業場に普及すること。

  ２ 治療と仕事の両立支援を推進するための企業等に対する支援
・産業保健総合支援センターにおいて、①企業等に対する正しい知識及び理解の普及、②企業や産業保健スタッフ等からの相談対応及び③労働者と事業場との
間の個別調整支援について、近年社会的なニーズが高まっているメンタルヘルス不調に係る対応も含め、円滑かつ適切に実施すること。

・産業保健総合支援センターは、労災病院又は治療就労両立支援センターと連携をした上で、企業等に対する支援を実施すること。
３ 治療と仕事の両立支援を推進するための人材の育成

・両立支援コーディネーターの養成のための基礎研修を着実に実施するとともに、両立支援に係る好事例の共有を図り、両立支援コーディネーターの更なる実
践能力の向上を図るための研修（事例検討会等）を実施すること。

【重要度「高」の理由】
職業生活が長期化し、疾病リスクを抱える労働者が増えており、治療と仕事の両立支援の重要性が高まる中、企業の意識改革と受入れ体制の整備並びに主治医、

企業、産業医及び患者に寄り添う両立支援コーディネーターのトライアングル型のサポート体制構築の推進を図り、労働者の健康確保、継続的な人材の確保及び生
産性の向上を実現することは重要であるため。
【困難度「高」の理由】
治療と仕事の両立支援を推進するためには、企業、医療機関、労働者等の多くの関係者による連携を強化していく必要があることから困難度が高い。特に経営者

や管理職の理解不足や、中小企業への周知不足という様々な課題がある中で、両立支援コーディネーターを育成し、治療と仕事の両立に向けた取組を社会全体に広
げていくことは困難度が高い。

重要度 高 困難度 高
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Ⅱ 指標の達成状況

目 標 指 標
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度

実績値 達成度 達 成 度

労働者（患者）への支援 支援した罹患者件数（労
災病院及び治療就労両立
支援センター）
1,200件以上

1,222件 101.8％ ー ー ー ー

患者満足度（労災病院及
び治療就労両立支援セン
ター平均）
90.0％以上

96.9％ 107.7％ ー ー ー ー

両立支援コーディネーターの実践能
力の向上

事例検討会の有用度（産
業保健総合支援センター
平均）
80.0％以上

90.3％ 112.8％ ー ー ー ー

8

根 拠 理 由

両立支援コーディネーター基礎研修
及び事例検討会におけるメンタルヘ
ルス不調に係る内容の拡充

両立支援コーディネーター基礎研修にメンタルヘルスに関する講義を追加したほか、メンタルヘルス不調の
一例として、本部から各産保センターに対し、精神疾患に罹患した労働者の治療と仕事の両立支援に係るモデ
ル事例を送付し、事例検討会で活用したことにより、両立支援コーディネーターの更なる実践能力の向上を
図った。

中小企業での両立支援の困難性、企
業と医療従事者との情報共有不足等
の困難度が高い課題に対応

中小企業における両立支援の普及・促進に向け、全国の産保センターにおいて、事業主を対象に啓発セミ
ナーを216回開催したほか、治療と仕事の両立支援に係る個別訪問支援を2,588件実施した。
これらの取組により、両立支援に関する相談対応件数は8,119件と前年度を上回る実績となった。
両立支援コーディネーター基礎研修修了者(5,555人）のうち企業関係者の人数は2,114人となり事業場にお

ける両立支援の体制整備に貢献できた。

両立支援コーディネーターの積極的
養成

トライアングル型サポート体制の更なる普及のため、両立支援コーディネーター基礎研修をオンライン形式
（オンデマンド配信＋ライブ研修）で実施し、5,555人の養成を達成するとともに、オンデマンド配信では講
義途中の確認テストを設け、ライブ研修では「アンサーパッド」による個人演習を実施するなど研修の質の向
上に取り組んだ。
研修修了者の勤務先は企業、医療機関等幅広いことから、会社の意識改革と受入体制整備により、トライア

ングル型サポート体制の更なる促進を図ることができた。

Ⅲ 評定の根拠



全国の医療機関

■労災病院及び治療就労両立支援センター等による両立支援の推進（p.30）

重要度 高 自己評価Ａ１－２ 治療就労両立支援事業 困難度 高

本
部

協力

事業者

事業の普及啓発

労災病院

治
療
就
労
両

立
支
援
事
業

協力 成果の提供

治療就労両立支援センター

産業保健総合支援センター（47都道府県）

労災指定医療機関等

相談窓口設置
４０６

両
立
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

事例検討会・
交流会の開催

情報提供

両立支援コーディ
ネーター基礎研修

労災病院及び治療就労両立支援センター等では、仕事を有する患者に対し就労継続や職場への復帰を念頭にきめ細や
かな支援を実施している。

＜質の高い治療と仕事の両立支援の普及＞
●労災病院及び治療就労両立支援センターにおける取組：

治療と仕事の両立支援を推進するための治療や患者支援の推進・企業等に対する支援
●産業保健総合支援センターにおける取組：

治療と仕事の両立支援を推進するための人材の育成・企業等に対する支援
●本部における取組：

治療と仕事の両立支援を推進するための人材の育成

治療就労両立支援事業の実践 収集事例の集積・分析等

収
集
事
例
の
集
積
・
分
析
・
評
価
等
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相談体制の構築及び実績
全国の産業保健総合支援センターで事業者向けの両立支援啓発セミ

ナーを実施するとともに、企業や産業保健スタッフ等からの相談対応、
労働者と企業との間の個別調整支援等を適切に実施。

・啓発セミナー： ２１６回（前年度 ２７３回）
・個別訪問支援： ２，５８８件（前年度 ２，０２１件）
・個別調整支援： ５３４件（前年度 ６２２件）

治療と仕事の両立支援を推進するための治療や患者支援の推進（p.34、36、37）

治療と仕事の両立支援コーディネーターマニュアル
の更新及び普及

・「両立支援コーディネーターマニュアル」を、令和６年度両立支援
コーディネーター基礎研修のテキストとして配布し普及。

・また、令和６年度の見直しにおいて治療と仕事の両立支援カード
（令和６年３月厚生労働省が追加）及び若年性認知症における両立
支援のポイントについて記述を同マニュアルに追加。

治療と仕事の両立支援を推進するための企業に対する支援（p.38）

支援修了者に対してアンケートを実施

有用度（目標値９０％以上） 実績９６．９％
【達成度１０７.７％】

上記の支援修了者に対して

【令和６年度実績】
両立支援（出張）相談窓口を全国の産保センターの他、がん診療
連携拠点病院等（406医療機関）に設置し、両立支援に関する相
談を行った。

相談対応  実績８，１１９件（前年度 ７，８６１件）

支援事例の収集及び分析
・診療報酬対象疾病（がん、脳血管疾患、肝疾患（慢性経過）、
指定難病、心疾患、糖尿病、若年性認知症）にとらわれることな
く、全ての疾病を対象として職場復帰支援や両立支援を行い、事
例収集を実施。

労災病院及び治療就労両立支援センターにおける支援罹患者件数

実績１，２２２件 【達成度 １０１．８％】
うち新規件数新規支援した件数は569件（前年度に比べ１件の増）
（内訳）
脳卒中167件、がん240件、糖尿病171件、メンタル16件、その他628件 新しい支援カード（治療と仕事の両立支援カード）

に係る調査研究
 ・病院において新しい支援カード（治療と仕事の両立支援カード）
を利用する際の課題について、労災病院及び両立支援センターと連
携し調査研究を実施、その調査結果を公開し周知を図った。

重要度 高 自己評価Ａ１－２ 治療就労両立支援事業 困難度 高
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両立支援コーディネーター基礎研修
・国の通達に基づき、全国の病院や職場で両立支援が可能となることを目指し、両立支援コーディネーター養成のための基礎研修を実施。
・オンデマンド配信とライブ配信とを組み合わせた電子（WEB）会議システムを活用した形式で年間合計８回開催実施。
・両立支援コーディネーター基礎研修内容にメンタルヘルスに関する講義を追加。

治療と仕事の両立支援を推進するための人材の育成（p.40、41）

両立支援コーディネーター基礎研修・事例検討会等の開催
・両立支援コーディネーターの養成及びコーディネートの能力向上を図るための事例検討会、交流会を開催。

事例検討会
労災病院や両立支援センターとも連携の上、両立支援コーディネーター養成のための応用研修に代わる両立支援コーディネーター基

礎研修修了者のための事例検討会を開催。

年６５回 合計１，３１８名が参加 アンケート実施：有用度 ９０．３％【達成度 １１２．８％】

理解度 ９１．１％
交流会
両立支援コーディネーター間の連携強化及び地域のネットワークの構築を図ることを目的とする交流会も積極的に開催。年３９回。

年間修了者数：合計 ５，５５５人
（前年度５，４１０人）

アンケート実施 有用度９６.９％
理解度９７.５％

左記の修了者に対して

医療機関 39%

健康相談機関・就

労支援機関 5%

社会保険労務士業、キャリアコンサルタント業、産

業カウンセラー業 8%

行政機関 5%

企業(団体等）

内担当者

38%

該当なし（無職、学生等） 5%

勤務先
種別

勤務先
所在地

令和６年度講習修了者の勤務先種別・勤務先所在地

重要度 高 自己評価Ａ１－２ 治療就労両立支援事業 困難度 高

これまでのコーディネーター修了者数
２８，６６０人（平成27年度～令和６年度）

北海道・東北 

482人

関東・北信越 

2,349人

中部 554人

近畿 901人

中国・四国 583人

九州・沖縄, 686人

2,316 
1,813 

3,402 

4,556 
5,608 5,410 5,555 

H27～H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

単位：人
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評価項目Ｎｏ．１－３ 専門センター事業（業務実績等報告書 p.43）

自己評価 Ｂ

Ⅰ 中期目標の内容

・重度の障害を負った被災労働者の職業・社会復帰を支援するため、医療リハビリテーションセンター及び総合せき損センターにおいて、効率的・効果的な運営に
努めること。

・医療リハビリテーションセンターにおいて、職場復帰に必要なリハビリテーション技術及び自立支援機器等の新たな医療技術等の開発・普及に取り組むこと。
・総合せき損センターにおいて、初期治療から社会復帰までの一貫した医療を行うとともに、脊髄損傷治療の質の向上に資する最新の治療の研究等への協力を行う
こと。

Ⅱ 指標の達成状況

目 標 指 標
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度

実績値 達成度 達 成 度

重度被災労働者の職業・社会復
帰の支援

職場又は自宅復帰可能である退院患
者割合（医療リハビリテーションセ
ンター）
80.0％以上

89.9％ 112.4％ ー ー ー ー

職場又は自宅復帰可能である退院患
者割合（総合せき損センター）
80.0％以上

86.7％ 108.4％ ー ー ー ー

入院患者満足度（医療リハビリテー
ションセンター及び総合せき損セン
ター平均）
80.0％以上

93.1％ 116.4％ ー ー ー ー

Ⅲ 評定の根拠

（省略）
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評価項目Ｎｏ．１－４ 労働者の健康・安全に係る基礎・応用研究及び
臨床研究の推進等（業務実績等報告書 p.50）

自己評価 Ａ

Ⅰ 中期目標の内容
１ 研究の実施体制等の強化
２ 国際貢献、海外への発信
３ 研究評価の厳正な実施と評価結果の公表
４ 研究成果の積極的な普及・活用

・調査及び研究で得られた科学的知見を活用し、労働安全衛生関係法令、関連通知及び国内外の労働安全衛生に関する基準の制定、改正等に積極的に貢献するこ
と。

・調査及び研究の成果やモデル医療法、モデル予防法等の成果については、原則としてホームページに掲載し、労働者の安全及び健康に関する調査及び研究の成
果については、安全衛生技術講演会等で広く周知すること。

５ 労働災害の情報分析機能の強化及び分析結果の効率的な周知
・労働者死傷病報告のデータを労働安全衛生総合研究所において効率よく統計処理し、災害原因等の要因解析を行うこと。
・安全衛生の取組の効果について、事業者の納得性を高めるため、科学的根拠に基づき労働災害防止対策の有効性を証明するとともに、災害原因等の安全衛生に
関する研究成果等の情報発信について、「職場のあんぜんサイト」を活用するなどにより強化する。

６ 化学物質の自律的管理への支援
・労働安全衛生総合研究所化学物質情報管理研究センターにおいて、GHS分類、モデルSDSの作成、化学物質による労働災害の分析、情報発信等を行い、事業場に
おける化学物質管理の支援を行うこと。
・小規模事業場における化学物質管理に係る取組の支援や業種別マニュアルの作成支援等を行うこと。

【重要度「高」の理由】
労働安全衛生行政上の課題に対応した研究を実施し、当該研究結果を踏まえて労働安全衛生関係法令、国内基準及び国際基準の制定並びに改定に積極的に貢献す

ることは、労働安全衛生行政の推進に当たって極めて重要であるため。
労働安全衛生行政上の課題に対応した研究の成果が、周知広報を通じて作業現場へ導入される等広く普及されることにより、労働災害の減少に結び付くため。

重要度 高
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指 標
要因分析（分類：①「制度、事業内容の変更」、②「法人の努力結果」、③「外部要因」）

同一指標で2年続けて達成度が120%以上又は80%未満の場合は、目標変更の要否についても記載すること。

政策への貢献（期待）度 80.0％以上（プロ
ジェクト研究、協働研究及び行政要請研究）
（実績値 100.0％、達成度 125.0％）

② 研究の実施前後に厚生労働省政策担当部門との意見交換を延べ12回実施し、担当研究者が政策上
の課題、問題意識を十分に理解し、研究業務に反映することで研究成果の向上に努めた。

労働安全衛生関係法令等の制定、改正等への
貢献件数
（実績値 13件、達成度 130.0％）

② 厚生労働省政策担当部門との意見交換を密に行い、研究成果が行政政策に反映されるよう努めた。
これら行政との頻繁な意見交換を行うことで法令・基準等の制改定等への貢献を多く行っている。

有意義度調査
（実績値 2.5点、達成度 125.0％）

② 安全衛生技術講演会の開催について、安衛研ホームページやメールマガジン等を通じて周知を行
い、参加者の利便性を考慮してオンラインで開催するなど、参加者の確保、有意義度の向上に努め
た。

要因分析（実績値/目標値が120%以上又は80%未満）

Ⅲ 評定の根拠

根 拠 理 由

労働安全衛生上の課題に対応した研究の実
施

厚生労働省等と協議を行い、労働安全衛生上の課題に対応した研究を実施することで、労働安全衛
生行政の推進及び労働災害の減少施策に貢献するという重要な役割を着実に果たした。

14

目  標 指 標
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度

実績値 達成度 達 成 度

研究業務の適正かつ効率的な推進 外部評価結果（外部評価対象研究
の平均点）
3.5点以上

4.1点 117.1％ ー ー ー ー

研究成果の積極的な普及・活用 政策への貢献（期待）度（プロ
ジェクト研究、協働研究及び行政
要請研究）
80.0％以上

100.0％ 125.0％ ー ー ー ー

労働安全衛生関係法令等の制定、
改正等への貢献件数 10件以上

13件 130.0％ ー ー ー ー

安全衛生技術講演会の有意義度
（平均）
2.0点以上

2.5点 125.0％ ー ー ー ー

Ⅱ 指標の達成状況



労働環境中化学物質のリアルタイム計測・

濃度推定および状態変化に対応した

捕集・分析に関する研究

【協働研究】の一例（p.59）

【行動災害防止に関する総合的研究】（p.59）

【プロジェクト研究】の一例（p.55）

有機粉じん毒性評価のための
包括的基盤構築

【行政要請研究】の一例（p.63）

ICT技術を活用した車両系荷役運搬機械の

自律制御・遠隔操作の安全対策に関する研究

車両系荷役運搬機械の遠隔操作が社会実装されるに当

たり、必要な安全上の措置をまとめることとしている。

また、こうした機器を活用する場合の教育のあり方の

検討を行うとともに、現在行われている安全衛生教育

（実技教育）について、VR技術や遠隔操作システム等の

ICT技術を用いたフォークリフトの場合の教育効果や必

要な教育カリキュラムを検討している。

本研究で得られた知見を活用し、CREATE-
SIMPLEやコントロールバンディングなど、実測
によらない定性的評価方法の精度向上に資する
ことが期待される。研究成果は、第63回日本労
働衛生工学会などの学会での発表や今後、産業
衛生学雑誌等への掲載を通じて、知見の普及を
図っている。

期待される成果

１－４ 労働者の健康・安全に係る基礎・応用研究及び臨床研究の推進等 重要度 高 自己評価 Ａ

第三次産業において、人の作業行動に起因する労働災害の割合は４割以上を占め、従来の労働災害防止対策とは異なる行動災

害防止に関する安全対策の検討が求められている。

●「行動災害防止に関する研究体制強化のための検討会」を設立し、転倒・腰痛に関する研究を行っている研究者及び関連団体

等のリストを取りまとめるとともに、各研究者が行っている研究活動を共有する機会を設けた。検討会には厚生労働省労働基

準局安全衛生部安全課、労働衛生課の担当者もオブザーバー参加した。

●第 14 次労働災害防止計画を踏まえ、令和５年度に開始した転倒災害及び腰痛の防止に重点を置いた行政要請研究１課題「高

年齢労働者に係る死亡災害の発生要因と傾向の分析」については、労働者死傷病報告や死傷災害データベースを基に分析を進

め、協働研究１課題「小売業と社会福祉施設における転倒防止」については、すべりリスク簡易手法などにより分析・調査を

進めた。

アクリル酸系ポリマーの吸入性粉じんを取り扱

う工場の労働者に肺疾患が生じた事案を受け、こ

れまでにげっ歯類を用いた試験によりアクリル酸

系ポリマーの毒性の機序と病態の変遷を明らかに

してきた。

一方で、げっ歯類にはじん肺病変の形成が顕著

であるとされる部位（呼吸細気管支及び小葉間隔

壁）が存在しないため、本研究では家畜ブタ・マ

イクロミニピッグを用いた投与実験を行い、より

ヒトに近い条件下での毒性評価試験を行った。

研究実施に当たっては安衛研・労災病院（医学

的知見に基づく助言）・大学等外部研究機関（ブ

タ肺の研究開発）が連携し研究を進めた。

（参考）
トラックからの荷降ろし
作業の自動化

事業場における化学物質の自律的管理におい

て、対象となる物質（約2,900種）の多くは、

ばく露評価に必要なサンプリング・分析方法が

確立されていない。

本研究では、ばく露評価の実施に当たり不足

している知見を提供することを目的に、リアル

タイム測定を使用した検証を実施するとともに、

存在状態が変化する物質、複数存在する物質の

捕集・分析方法の検討を行った。

本研究の中間報告として、
車両系機械の自律・遠隔運転
に関わる国内外規格類及び遠
隔操作小型車の安全基準・ガ
イドラインに係る資料を厚生
労働省安全課に提供した。ま
た、引き続き研究を実施する
ことで、今後、関係法令の改
正に貢献が見込まれる。

期待される成果

家畜ブタ・マイクロミニピッグを用いた投与実験
により、労働者に類似した広義間質線維病変をブタ
肺でも明らかにすることに成功した。今後の有機粉
じん管理を含め、幅広く労働衛生行政に貢献できる。

期待される成果
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作業行動に起因する災害の割合

転倒
27.8%

動作の反動、
無理な動作
16.2%



評価項目Ｎｏ．１－５ 労働災害調査事業（業務実績等報告書 p.84）

自己評価 Ａ

Ⅰ 中期目標の内容

・迅速かつ適切に労働災害の原因調査等を行うとともに、調査結果等について、速やかに厚生労働省に報告を行うこと。
・災害調査等の結果について体系的に整理及び分析を行い、これを踏まえた再発防止対策の提言や災害防止のための研究への活用及び反映を行うこと。
・調査実施後、調査内容については、厚生労働省における捜査状況及び企業の秘密や個人情報の保護に留意しつつ、その公表を積極的に行い、同種災害の再発防止
対策の普及等に努めること。

調査実施後、調査内容については、厚生労働省における捜査状況及び企業の秘密や個人情報の保護に留意しつつ、その公表を積極的に行い、同種災害の再発防止対策の普

及等に努めること。Ⅱ 指標の達成状況

目 標 指 標
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度

実績値 達成度 達 成 度

迅速かつ適正な労働災害の原因調査等の実
施と調査結果等の速やかな報告

依頼元の評価（平均）
2.0点以上 2.9点 145.0％ ー ー ー ー

指 標
要因分析（分類：①「制度、事業内容の変更」、②「法人の努力結果」、③「外部要因」）

同一指標で2年続けて達成度が120%以上又は80%未満の場合は、目標変更の要否についても記載すること。

依頼元からの評価
（実績値 2.9点、達成度 145.0％）

② 厚生労働省からの要請に基づき、迅速かつ適切に研究員を現地に派遣するなどにより調査を行
い、高度な実証実験やデータ解析等の実施により調査結果を作成し、速やかに厚生労働省に報告
することに努めた。

要因分析（実績値/目標値が120%以上又は80%未満）
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根 拠 理 由

災害調査結果等の研究への活用・反映 災害情報のデータベース化を進め、当該データベースに対して体系的に整理及び分析を行い、こ
れを踏まえた再発防止対策の提言や災害防止のための研究への活用及び反映を行った。

Ⅲ 評定の根拠



● 「岐阜県多治見市内の山岳トンネル建設工事現場で発生した肌落ち災害」の調査に
関連し、令和６年９月に多治見労働基準監督署長が主催する、トンネル工事災害防止
講習会において説明を行った。

労働災害の原因調査の実施（p.87）

安衛研HPにて公開した災害調査実績の一例（令和６年度分）（ p.88 ）

災害調査報告書が同種災害の再発防止等のために活用された例（p.88）

１－５ 労働災害調査事業 自己評価 Ａ

重大な労働災害の発生

厚生労働省の要請を受け

研究員を災害現場に派遣

災害発生原因を科学的に

分析して特定

厚生労働省に報告

災害調査の流れ

同種災害の再発防止のため
報告書の活用・公開

● 「岐阜県中津川市内のトンネル工事
現場で発生した落盤災害」に関する災
害調査報告書の内容が、令和６年３月
に「山岳トンネル工事の切羽における
肌落ち災害防止対策に係るガイドライ
ン」に反映されるとともに、令和６年
６月に厚生労働省の災害防止の具体的
な措置が記載されたパンフレット「山
岳トンネル工事における肌落ち災害を
防止しましょう」にも活用された。

● 同種災害の再発防止の観点から、「有機染料工場で発生
した急性メトヘモグロビン血症に関する災害」を含む要約
版４件を安衛研ホームページで公開した。

手持ち電動グラインダーによる廃棄木材の切断作業

厚生労働省パンフレット「山岳トンネル工事における肌
落ち災害を防止しましょう」抜粋
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評価項目Ｎｏ．１－６ 化学物質等の有害性調査事業（業務実績等報告書 p.90）

自己評価 Ｂ

Ⅰ 中期目標の内容
・化学物質に係る危険性・有害性の情報伝達とリスクアセスメントの実施に資するため、労働安全衛生総合研究所において有害性調査を実施する体制を整備する

こと。
・短期の吸入試験及び経皮試験を中心に、OECDガイドライン等に基づき、計画的に有害性調査を実施すること。
・試験の実施に当たっては、試験の質を維持するための取組や試験手法の的確な選定を行うこと。
・短期ばく露試験法をはじめとした試験の迅速化・効率化等を図るための調査及び研究に取り組むこと。
・有害性調査の成果の普及については、積極的に論文等として公表するとともに、海外の研究機関（IARC（国際がん研究機関）等）への情報発信に努めること。

Ⅱ 指標の達成状況

定量的指標はなし

Ⅲ 評定の根拠

根 拠 理 由

OECDガイドライン等に基づいた試験の円滑
な実施に向けた取組

令和７年度から開始する短期吸入試験・経皮試験の実施に向け、OECDガイドラインに基づいて試験
の体制整備及び試行試験等を進めた。

試験の迅速化・効率化を図るための調査及
び研究の実施

「試験の迅速化・効率化等を図るための調査及び研究」として、発がん性等のIn silico及び
In vitro手法を用いたスクリーニング方法の検討やマイクロミニピッグ等を用いた新たな試験法の
開発の検討を進めた。
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１－６ 化学物質等の有害性調査事業 自己評価 Ｂ

● メタクリル酸ブチル発がん性論文（J.Toxicol.Sci. 2023. 48（5）：p.227-
241）及びJBRC報告書の内容について、WHO国際がん研究機関「IARC Monographs on 
the Identification of Carcinogenic Hazards Humans Volume 133」における発が
ん性分類（2B）の根拠として使用され、令和６年７月にオンライン掲載された。

２ 協働研究の実施

● 「有機粉じん毒性評価のための包括的基盤構築」を実施している。（４年度から開始。６年度は最終年度）

１ 試験の迅速化・効率化を図るための試験法等の検討
● 動物実験は行わず、発がん性等のIn silico及びIn vitro手法を用いたGHS未分類項目の区分決定の加速を促すためのスクリーニング方法を検討。
● 大型動物を用いた職業性肺疾患に関する疾患機序／疾患微小環境について、疾患特異的な細胞の探索から新たな試験法の開発を検討。

令和６年度 令和７年度～

●急性毒性試
験（吸入・経
皮）実施

化学物質の有害性調査の実施（p.91）

試験の迅速化・効率化に向けた取組（p.92）

● 令和７年度当初からの短期吸入試験・経皮試験の本試験実施に向け、被験物質の選定のほか、試験の体制整備、試行試験
等を行った。

● 短期毒性試験（吸入及び経皮）のSOPの作成、工程間のSOPの整合性の検討及び修正を実施した。

有害性調査を実施するための体制整備

● OECDガイドライン等に基づき、短期間での吸入試験や労働現場における情報の蓄積が少ない経皮試験を中心に実施するた
め、操作手順書・試験計画書の作成、試験実施方法の検討など準備を進めた。

OECDガイドライン等に基づいた有害性調査実施のための準備

Scientific Reports.2023 13,1782）及びJBRCの報告書の内容について、WHO国際がん研究機関「IARC Monographs on the Identification 
of Carcinogenic Hazards to Humans Volume 133」における発がん性分類（2A）の根拠として使用され、令和６年７月にオンライン掲載された。

● 2-ブロモプロパン発がん性論文（Journal of Occupational Health. 2023 65(1), 

有害性調査の成果の普及（p.92）
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評価項目Ｎｏ．１－７ 産業保健活動総合支援事業
 （業務実績等報告書 p.94）

Ⅰ 中期目標の内容

１ 産業医及び産業保健関係者への支援
・産業医及び産業保健関係者が実践的な知識及び指導能力を習得できるよう、産業現場のニーズを踏まえ、産業保健総合支援センターにおける研修を実施すること。
・産業保健総合支援センター及び地域産業保健センターにおいて、対応に苦慮する事案等に接した際に、アドバイザー産業医が専門的な相談に応じられるよう体制
を整備した上で、効果的に運用すること。

２ 事業場における産業保健活動の支援
・事業主、産業医等を対象とした研修の実施に当たっては、産業保健総合支援センター等において国の施策や地域のニーズを踏まえた研修テーマを設定するととも
に、研修実施計画を策定して計画的に実施すること。

・働く女性の健康支援に関する研修を拡充し、女性特有の健康課題に係る理解と事業場における対応の促進を図るほか、新たに事業者等向けに化学物質管理に係る
研修を実施すること。

・令和４年５月の労働安全衛生規則等の改正による新たな化学物質規制について、産業保健総合支援センターの産業保健相談員として委嘱した労働衛生コンサルタ
ント等が相談に応じられる体制を整備した上で、効果的に運用すること。

・産業保健総合支援センターで行う健康管理に関する研修の対象に、労災保険に特別加入している個人事業者等も加え、必要な研修や情報発信を行うこと。
・事業主団体等における産業保健活動に対する助成等の支援を行うこと。

３ メンタルヘルス対策の推進
・事業場におけるメンタルヘルス対策をより一層進めるため、メンタルヘルス対応の専門的な知識・経験を有する産業医、心理職、保健師の配置拡大等、産業保健
総合支援センターにおけるメンタルヘルス対策に係る支援体制を整備すること。

・産業医等の産業保健関係者を対象として、メンタルヘルス対策に係る専門的研修を強化する等、支援の充実を図ること。
４ 産業保健活動総合支援事業の利用促進

【重要度「高」の理由】
中小事業場に対するメンタルヘルス対策支援の強化、化学物質の自律的な管理に係る支援のほか、今まで産業保健活動総合支援事業の対象としていなかった個人事

業者への対応など、専門性の深化や対象範囲の拡大が進展しており、当該事業の実施状況が、今後の国の施策に影響を及ぼすため。
【困難度「高」の理由】
小規模事業場を含む地域の事業者ニーズを的確に把握し、多様な働き方をする全ての労働者の心身の健康が確保されるよう、産業保健活動総合支援事業の充実・強

化等の見直しを行うことが必要であり、また、その際、当該事業を推進する上で不可欠である地域の医師会等関係機関からの必要な協力が得られるように連携を強化
していくことも求められており、困難度が高い。
また、疾病等を有する労働者に係る治療と仕事の両立支援については、社会における取組への理解が不十分であることに加え、病院等の医療機関の主治医、医療

ソーシャルワーカー、産業保健スタッフ、人事労務担当者、労働者本人等の多くの関係者間の連携が必要となり、困難度が高い。

自己評価 Ａ

重要度 高 困難度 高
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Ⅱ 指標の達成状況

目 標 指 標
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度

実績値 達成度 達 成 度

事業場における産業保健活動への積極的な支援 専門的研修等実施回数
5,300回

5,790件 109.2％ ー ー ー ー

相談対応件数（産業保健
総合支援センター及び地
域産業保健センター）
130,000件以上

140,164件 107.8％ ー ー ー ー

具体的な改善割合（研修、
相談又は指導を行った産
業保健関係者、事業者等
からの評価平均）
80％以上

84.3％ 105.4％ ー ー ー ー

メンタルヘルス対策の推進 個別訪問支援件数（産業
保健総合支援センター）
3,000件

3,985件 132.8％ ー ー ー ー

現場のニーズを踏まえた研修の実施 研修利用者の有益度（平
均）
90.0％以上

93.8％ 104.2％ ー ー ー ー

相談体制の整備と効果的な運用 相談利用者の有益度（平
均）
90.0％以上

96.4％ 107.1％ ー ー ー ー

要因分析（実績値/目標値が120%以上又は80%未満）

指 標
要因分析（分類：①「制度、事業内容の変更」、②「法人の努力結果」、③「外部要因」）

同一指標で2年続けて達成度が120%以上又は80%未満の場合は、目標変更の要否についても記載すること。

メンタルヘルス対策に係る個別訪問支援件数
（実績値 3,985件、達成度132.8％）

② 産保センターや地産保を紹介する動画の配信を継続して実施し当事業の広報に努めた。
また、新聞の朝刊（全国版）に広告を実施し、産保センターの認知度向上及び産業保健サービスの利
用促進を図った。

③  労働者数50人未満の事業場にもストレスチェックの実施を義務とする改正労働安全衛生法等が
成立したところであるが、令和６年度に国の審議会等において見直しの議論が行われていたこと等
も利用申込みの増に繋がったものと考える。
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Ⅲ 評定の根拠

根 拠 理 由

医師会等関係機関との連携強化・医療ソー
シャルワーカー（MSW）等両立支援関係者間
の連携強化に向けた取組

産業保健活動総合支援事業は、医師会等関係機関と連携し、小規模事業場を含む地域の事業者ニー
ズを的確に把握し、多様な働き方をする全ての労働者の健康やメンタルヘルスが確保されるよう事業
の充実・強化等の見直しを図る必要があり、利用者の利便性向上のため、電子（WEB）会議システム
を積極的に活用した専門的研修、相談対応の実施により利用者のニーズを踏まえた産業保健サービス
を提供できた。
これは、当該事業を推進する上で不可欠である地域の医師会等関係機関から必要な協力を得られる

よう絶えず連携の強化に努めるとともに、利用者のニーズや社会情勢を踏まえたサービス提供方法を
検討し、積極的に実施した結果である。
疾病を有する労働者に係る治療と仕事の両立支援については、社会における取組への理解が不十分

であることに加え、病院等の医療機関の主治医、医療ソーシャルワーカー（MSW）、産業保健スタッ
フ、人事労務担当者及び労働者本人等の多くの関係者間の連携が必要なことから、それら多職種の両
立支援コーディネーター基礎研修修了者がグループワーク等を行う事例検討会を計65回開催した。加
えて、両立支援コーディネーターが情報共有・交流を図る場として交流会を計39回開催した。
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１－７ 産業保健活動総合支援事業 自己評価 Ａ重要度 高

産業保健関係者・事業場への専門的研修の実施（p.97）

産業保健関係者への専門的相談の実施（p.98）

研修・相談の利用者からの評価（p.98）

ニーズが高い「メンタルヘルス対策」
 「化学物質の自律的管理」への対応（p.103、104）

●メンタルヘルス対策
・事業場からの希望に応じて、管理監督者・若年労働者向けメ
ンタルヘルス研修を１，７５９回開催
・災害被災者からのメンタルヘルス及び健康に関する相談に応
じるため、「心と健康の相談ダイヤル」を設置２３件対応

●化学物質の自律的管理
近年の制度改正に対応するため、研修・相談対応を実施
・「化学物質管理における法改正のポイント」等をテーマに研
修を実施

産業保健活動における関係機関との連携

産保センター・地域窓口

関係機関と協力・連携を図り、産業保健活動を支援する
とともに、小規模事業場等に産業保健サービスを提供し
ている。

日本医師会
都道府県医師会
郡市区医師会

都道府県労働局
労働基準監督署

登録産業医
連携

協力
事業者・
産業医・
人事労務
担当者等

各種支援・
サービスの提供

小規模
事業場

メンタルヘルス対策に係る個別訪問支援の実施（p.104）

実績 ５，７９０回／達成度 １０９．２％
利用者の利便性を図るため、積極的に電子（WEB）会議

システムによる研修やセミナーを実施した。

実績 １４０，１６４件／達成度１０７．８％
相談対応者を確保するとともに、相談対応者の能力向上

を目的に研修会を開催する等、相談体制の整備を図った。

実績 ３，９８５件／達成度１３２．８％
心の健康づくり計画の策定、ストレスチェック制度の導

入等の事業場におけるメンタルヘルス対策を支援するため、
メンタルヘルス対策に係る個別訪問支援を実施した。

（研修）実績 ９３．８％/達成度１０４．２％（有益な評価）

机上の研修に加え、職場巡視などをテーマに事業場で現場を
見ながら行う実地研修も実施した。
（相談）実績 ９６．４％/達成度１０７．１％（有益な評価）

メンタルヘルス対策や治療と仕事の両立支援及び化学物質
に係る法改正への的確な対応等を支援するため、１，２５２
人の産業保健相談員を委嘱した。

困難度 高
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評価項目Ｎｏ．１－８ 未払賃金立替払事業（業務実績等報告書 p.113）

自己評価 Ａ

Ⅰ 中期目標の内容

１ 迅速かつ適正な立替払の実施及び立替払金の求償
２ 情報開示の充実
３ 未払賃金立替払請求等のシステム化

・未払賃金立替払の請求について、令和７年度末までにオンライン化に向けて調整するとともに、労働基準監督署が把握・保有する立替払額の情報について、機
構が保有する未払賃金立替払システムと情報連携ができるよう、可能な限り令和７年度末までにシステム改修を行い、利用者の利便性向上を図ること。

【重要度「高」の理由】
この事業は労働者とその家族の生活の安定を図るためのセーフティネットとして重要であるため。

Ⅱ 指標の達成状況

目 標 指 標
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度

実績値 達成度 達 成 度

迅速かつ適正な立替払 請求書の受付日から支払
日までの期間（不備事案
を除いた平均）
20日以内

19.3日 103.5％ ー ー ー ー

重要度 高
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根 拠 理 由

迅速かつ適正な立替払の実施 審査手続をより迅速化するために、日弁連との会合、弁護士向け研修会及び破産管財業務に精通
した弁護士等との委員会の開催、地裁への訪問、審査能力向上のための研修、事例検討による情報
共有等の適切な実施、また、裁判所・関係機関向けに立替払制度の概要等をまとめたリーフレット
を裁判所訪問の際に配付することで周知、情報提供の強化を図った。
また、当機構ホームページに設定（令和４年７月）した、チャット方式で質問に答える「未払賃

金立替払事業のチャットボット」によって、請求者等からの質問に24時間対応した（６割以上の利
用者から「今回の回答で解決した」との評価をいただいた）。

立替払件数の増加に対する取組
【令和６年度における事業の困難度】

令和３年度以降、倒産件数が増加しており、令和６年度には１万件を超えた。
そのような中、支払件数も令和３年度以降増加を続け、令和６年度は、10年ぶりに３万件を超え

ることとなった。
労働者とその家族の生活の安定を図るためのセーフティネットとして迅速な支払いが求められる

事業であることを踏まえ、
・大型請求事案の事前調整を積極的に行う（13企業→23企業）等の効率的、迅速な立替払の実施
・他課の人員を本来業務に加えて審査業務補助に充てる等、処理体制の強化
により、受付から支払までの期間（不備事案を除く）の目標値（20日以内）を達成することができ
た。
さらには、令和５年度から令和６年度にかけ、立替払件数が増加（24,300件→30,591件）したに

もかかわらず、支払日数を短縮（19.9日→19.3日）することができた。
なお、支払に係る処理件数の増加は、中期目標で設定された定量的指標「請求書の受付日から支

払日までの期間」の遅れにつながる可能性が高いが、令和６年度の処理件数の増加の程度は10年ぶ
りのもので、中期目標策定の時点では想定していなかった規模のものであり、所期の目標を達成す
る困難度は高い。

Ⅲ 評定の根拠
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未払賃金立替払事業の迅速かつ適正な実施

１－８ 未払賃金立替払事業 重要度 高 自己評価 Ａ

令和３年度以降、倒産件数が増加しており、令和６年度には１万件を超えた。
そのような中、支払件数も令和３年度以降増加を続け、令和６年度は、10年ぶりに３万件を超えることとなった。

労働者とその家族の生活の安定を図るためのセーフティネットとして迅速な支払いが求められる事業であることを
踏まえ、
・大型請求事案の事前調整を積極的に行う（13企業→23企業）等の効率的、迅速な立替払の実施
・他課の人員を本来業務を行いつつ、審査業務補助にも充てる等、処理体制の強化
により、受付から支払までの期間（不備事案を除く）の目標値（20日以内）を達成した。
さらには、令和５年度から令和６年度にかけ、立替払件数が増加（24,300件→30,591件）したにもかかわらず、

支払日数を短縮（19.9日→19.3日）することができた。

出典（倒産件数）：東京商リサーチホームページ
https://www.tsr-net.co.jp/index.html

支払日数の年度別推移（p.114） 未払賃金立替払件数、倒産件数の推移（p.114）
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評価項目Ｎｏ．１－９ 納骨堂の運営事業（業務実績等報告書 p.120）

自己評価 Ａ

Ⅰ 中期目標の内容
・高尾みころも霊堂が、労働災害で亡くなられた方々の慰霊の場としてふさわしい環境になるよう、適切な管理・運営を行うこと。
・IT技術を活用することにより、来堂できなくても疑似体験できるような新たなシステムを構築すること。

【重要度「高」の理由】
我が国の経済社会の発展と豊かさは、様々な産業で働いてきた方々のたゆみない尽力により築かれたものであり、この発展と豊かさの陰に、労働災害に

よって失われた尊い生命が数多くあることは忘れてはならない。高尾みころも霊堂は、合祀慰霊式の開催も含め、労働災害により尊い生命を失われた方々の
慰霊の場であることから、霊堂の適切な管理・運営は非常に重要な事業である。

Ⅱ 指標の達成状況

目 標 指 標
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度

実 績 値 達 成 度 達 成 度

慰霊の場としてふさわしい環境
の整備

来堂者、遺族等の満足度
（平均）
3.0点以上

3.7点 123.3％ ー ー ー ー

重要度 高

要因分析（実績値/目標値が120%以上又は80%未満）

指 標
要因分析（分類：①「制度、事業内容の変更」、②「法人の努力結果」、③「外部要因」）

同一指標で2年続けて達成度が120%以上又は80%未満の場合は、目標変更の要否についても記載すること。

来堂者、遺族等の満足度
（実績値 3.7点 達成度 123.3％）

② 日々の来堂者に対する取組として、高尾みころも霊堂の施設運営に係る検討会を４回開催し、来
堂者からの要望を踏まえ接遇、環境整備等の改善に努めた。
また、遺族等参列者に対する取組として、歩行が困難な御遺族等の来場をサポートするため、近

隣施設の協力を得て、歩行困難者用駐車場を特設する等参列者に配慮した慰霊式を実施した。
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根  拠 理  由

産業殉職者合祀慰霊式に係る取組 慰霊式当日は、時折雨の降る天候ではあったが、参列者に対して傘の貸出等を行い、式次第のとおり滞りな
く式典を挙行した。
歩行が困難な御遺族等の来場をサポートするため、近隣施設の協力を得て、歩行困難者用駐車場を特設した。

Ⅲ 評定の根拠
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１－９ 納骨堂の運営事業 重要度 高 自己評価 Ａ

剪定前

伐採前

交換前

交換後 交換後

交換前

●労働災害（業務災害及び通勤災害）による殉職者の御霊を合

祀するため、高尾みころも霊堂を設置、運営

慰霊式遺族及び日々の参拝者からのアンケート結果を踏まえた
継続的な業務改善を実施

緑十字展2024への共同出展

３．７点【達成度123.3％】

これまでの改善内容

・高尾駅から霊堂までバスによる送迎を実施

・敷地内の坂道でゴルフカートを運行

・式場近くに歩行困難者が利用できる駐車スペースを設置

・仮設トイレを設置

・天候対策として傘の貸出

参拝者等の満足度
今年度の取組

３６０度動画の作成及びホームページ等への公開

納骨堂の運営事業

●遺族及び関係団体代表者等を招いて、10月23日に産業殉職者

合祀慰霊式を開催

１ 慰霊環境の改善に向けた取組（p.121）
２ ＩＴ技術の活用について（p.122）

・高尾みころも霊堂に来訪
できなくとも参拝者の視点
で納骨堂の訪問と参拝を疑
似体験できるよう360度動画
を制作

・当機構のHP及び公式
YouTubeチャンネルにて公開

３ 事業周知への取組（p.122）

公益財団法人産業殉職者霊堂奉賛会と共同出展して、
パンフレット等の配布やパネル展示により産業殉職
者慰霊事業をPR

パンフレット配布

・産業殉職者遺族
・47労働局及び327労働基準監督署
・機構関連施設等

ポスター配布

・47労働局及び327労働基準監督署
・機構関連施設等
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評価項目Ｎｏ．１－１０ 特定石綿被害建設業務労働者等に対する給付金等の支払
 （業務実績等報告書 p.124）

自己評価：Ｂ

Ⅰ 中期目標の内容

・給付金等の支払に当たっては、個人情報の取扱いに特に配慮するとともに、事務費や基金残高の管理等を含め、国と密接な連携の上、業務の適切かつ迅速
な実施に努めること。

・評価に当たっては、支払件数、支払に要した期間及び個人情報の取扱いに関する規程等の整備状況を勘案し評価を実施する。

Ⅱ 指標の達成状況

定量的指標はなし

Ⅲ 評定の根拠

根  拠 理  由

支払件数、支払いに要した期間 厚生労働大臣の認定を受けた1,521件の案件すべてについて、認定決定通知書において示された
期限内までに支払った。

個人情報の取扱いに関する規程等の整備状況 個人情報の取扱いに特に配慮した支払い事務マニュアルを整備して業務に当たった。
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評価項目Ｎｏ．２－１ 業務運営の効率化に関する重要事項（業務実績等報告書 p.127）

自己評価 Ｂ

Ⅰ 中期目標の内容

・機構における働き方改革の取組を推進するため、業務の効率化等に向けた取組を実施し、職員の長時間労働の抑制や年次有給休暇の取得促進等を図ること。また、
改正医療法に基づく医師の働き方改革への取組を着実に実施すること。

・理事長の強い指導力の下で、事務内容、予算配分、人事配置等を弾力的に行えるよう機動的かつ効率的な業務運営体制を確立し、内部統制について更に充実・強
化を図ること。

・運営費交付金を充当して行う事業について、「調達等合理化計画」に基づき更なる業務運営の効率化を図る。
・情報システムについて、「情報システムの整備及び管理の基本的な方針」にのっとり、情報システムの適切な整備及び管理を行うこと。

Ⅱ 指標の達成状況

目 標 指 標
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度

実績値 達成度 達 成 度

経費削減 中期目標期間中の一般管理
費の対R5予算削減の割合
15％

45,013千円
（６年度目標
45,061千円）

103.4％ ー ー ー ー

中期目標期間中の事業費の
対R5予算削減割合（専門セ
ンター事業、研究及び試験
事業、労働災害調査事業並
びに化学物質の有害性調査
事業を除く。）
5％

220,839千円
（６年度目標
220,887千円）

102.2％ ー ー ー ー
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根 拠 理 由

業務の合理化・効率化 業務の合理化においては、繰り返し長時間労働を行っている部門・職員に対しては、所属長等を
通じてヒアリング等を行い、長時間労働の原因究明、抑制に努めた。
各種会議・研修等の場における指示等により年次有給休暇の取得率の向上に努めた。
医師の働き方改革については、診断書作成補助やカルテ代行入力等を行う医師事務作業補助者の

積極的な活用等により、医師の業務負担軽減の推進を図るとともに、長時間労働医師に対する面接
指導体制を整備することにより、医師の健康確保に努めた。

機動的かつ効率的な業務運営 「調達等合理化計画」に基づいた更なる競争性の確保及び仕様の見直し等による経費節減を図っ
た。

Ⅲ 評定の根拠
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評価項目Ｎｏ．３－１ 財務内容の改善に関する事項（業務実績等報告書 p.138）

自己評価 Ｂ

Ⅰ 中期目標の内容

・各労災病院について、支出の抑制及び収益の確保を図ることはもとより、今後の地域における人口・疾病構造の変化等を踏まえ、地域の医療ニーズにより適合した
病院となるよう、診療体制や病床数など病院機能の見直し、合理化を図ること。

・全ての労災病院においてコストの削減を図るため、独立行政法人国立病院機構等との医薬品、高額医療機器等の共同購入を実施するなど、公的医療機関と連携を行
うことで、労災病院の経営改善を図ること。

・安定的な病院運営を図るため、医療サービスの質の向上を図る等の取組を行うこと。また、客観的な指標により病院施設を効率的に稼働させ、病院収入の安定的な
確保に努めること。

・安定的な病院運営を図るため、医療サービスの質の向上を図る等の取組を行うこと。
・医療圏ごとの実情を踏まえ、客観的な指標を設定することで、病院施設を効率的に稼働させ、病院収入の安定的な確保に努めること。

Ⅱ 指標の達成状況

目 標 指 標
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度

実績値 達成度 達 成 度

病院収入の安定的な確保 病床利用率（労災病院平
均）
各年度全国平均（76.5％）
以上

77.0％ 100.7％ ー ー ー ー
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根 拠 理 由

独立行政法人国立病院機構との連携等 医薬品の共同購入の実施に当たっては、公的医療機関である国立病院機構及び国立高度専門医
療センターとの連携の下で行った。（9,248品目）
高額医療機器の共同購入の実施に当たっては、公的医療機関である国立病院機構、地域医療機能

推進機構及び日本赤十字社との連携の下で行った。（削減効果：589百万円)

医業収入の安定的な確保 主に経営状況が悪化している病院に対する個別業務指導・支援（行動計画の作成・フォローアッ
プ病院長等へのヒアリング、収入増加・支出削減対策の指導 等）を実施。
上記の結果、新型コロナウイルス感染症に係る補助金収入の減等により経常収益は、前年

度と比較して11億円の減少となったものの、入院・外来収入については、39億円の増加となった。

医業未収金の適切な回収 全ての労災病院内に設置している未収金対策チームの活動を強化し、未収金発生防止マニュアル
に基づく取組による個人未収金の新規発生防止及び法的手段の実施等状況に応じた回収を図った。

外部資金の活用等 研究の促進のための厚生労働科学研究費補助金等の競争的研究資金の獲得、労災病院の機能強化
のためのクラウドファンディングの活用、特許権の実施許諾及び成果物の有償頒布化による自己収
入の拡大を図った。

保有資産の見直し 保有資産の有効な活用方法について、保有資産利用実態調査に基づき、保有資産検討会議におい
て選定した資産を含め、処分可能な資産の売却作業を進め、不要財産以外の重要な財産の売却によ
り生じた収入を労災病院の増改築基金に充当した。

Ⅲ 評定の根拠
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３－１ 財務内容の改善に関する事項 自己評価 Ｂ

35

令和６年度実績 令和５年度実績 対前年度増減

入院収入 ２１１，５４５百万円 ２０７，６８１百万円 ３，８６４百万円

１日当たり患者数 ８，０２２人 ８，０５３人 △３１人

１日当たり診療単価 ７２，２４６円 ７０，４５９円 １，７８７円

病床利用率 ７７．１％ ７５．９％ １．２ポイント

外来収入 ８８，８４０百万円 ８９，９０８百万円 △１，０６８百万円

１日当たり患者数 ２２，１０７人 ２２，５４９人 △４４２人

１日当たり診療単価 １６，５３８円 １６，４０９円 １２９円

その他収入 １１，８８８百万円 １６，２０８百万円 △４，３２０百万円

経常収益 ３１２，６９０百万円 ３１３，７８８百万円 △１，０９９百万円

（再掲）入院・外来収入 ３００，３８５百万円 ２９７，５８９百万円 ２，７９６百万円



令和５年度

経常収益 3,138億円

経常費用  3,235億円

臨時損益 △６億円

当期純損益 △104億円

経常損益  △97億円  

※金額欄の数字は四捨五入の関係で一致しないことがある。

経常損益は令和５年度と比較して
16億円の悪化

３－１ 財務内容の改善に関する事項 自己評価 Ｂ

令和６年度

労災病院の経営状況
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経常収益  3,127億円
（対前年度 △11億円）
経常費用 3,240億円
（対前年度   △５億円）

経常損益  △114億円 
（対前年度 △16億円） 

臨時損益 △６億円
（対前年度   ０億円）

当期純損益 △120億円
（対前年度 △16億円）

《令和６年度における経常収益、経常費用の主な増減要因》

【経常収益】  【対前年増減額】
・入院収入（診療報酬改定への対応、上位施設基準取得、
抗がん剤等の高額薬品の使用量の増、高度な手術件数の
増等）等の増  ＋39億円

・外来収入の減  △11億円
・補助金収益の減（新型コロナウイルスに係る補助金の減）

 △43億円

【経常費用】
・給与費の減（賞与支給月数の減等）  △48億円
・医療材料費の増（高額医薬品及び高額手術材料の増等） 

＋10億円
・雑役務費の増（大阪労災病院の増改築工事に係る増等）

 ＋22億円
・減価償却費の増（閉院予定病院に係る建物減価償却費の増等）  

 ＋13億円



○ 本部において経営改善推進会議を定期的（１回/月）に開催し、目標の達成状況の確認・必要な指示等を実施

３－１ 財務内容の改善に関する事項 自己評価 Ｂ

これまでの取組等（～令和６年度）

経営改善に向けた取組等

① 経営改善策の検討・実施
● 目標と特に乖離がある病院に対して、地域の
ニーズ及び医療提供体制を踏まえた病床機能の
見直し、病床数削減を指示

● 経営状況が特に悪化している病院を経営改善
病院」として指定。目標達成に向けた行動計画
の作成・取組等を指示し、四半期毎に取組状況
等を確認の上、必要に応じて業務指導等のフォ
ローアップを実施

② 業務指導、ヒアリング等の実施
● 経営改善病院を中心に、業務指導及び幹部職員
等へのヒアリング等を実施

③ 医療材料費等の価格削減の取組
● 医療材料の価格高騰に対して、ベンチマークシ

    ステムを活用した価格交渉や安価な同種同効品へ
    の切替を推進
● スケールメリットを活かした価格交渉を実施
  （患者用ベッド、生体情報モニター）

左記の取組に加えて月次のモニタリングを実施
① モニタリング
● 各病院が策定した年度計画を確実に達成す
るため、月次のモニタリングを実施し、収入、
支出または収支差に計画を下回る乖離が生じ
た場合に必要な措置を講じる

● モニタリングでは、実績の検証に加えて、
計画との乖離に対する改善策と当該改善策に
よる収支見込を具体的に策定させて検証

● 本部において「モニタリングに関する検討
会」を定期的（１回/月）に開催して実施

② モニタリング結果を踏まえた対応
● 月次のモニタリングの結果、改善が必要な
病院に対して、文書による具体的な取組の指
示や本部と病院の個別協議等を実施し、本部
と病院が一体になった取組を強化

これからの取組等（令和７年度～）

経営改善推進会議
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評価項目Ｎｏ．４－１ その他業務運営に関する重要事項（業務実績等報告書 p.151）

目 標 指 標
令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度

実績値 達成度 達成度

質の高い医療の提供と安定した
運営基盤の構築に必要な人材の
育成

機構本部主催の職員研修の有益度
（全研修平均）
85.0％以上

93.2％ 109.6％ ー ー ー ー

優秀な看護師の養成 看護師国家試験合格率（労災看護
専門学校平均）
全国平均以上

99.7％ 110.7％ ー ー ー ー

Ⅰ 中期目標の内容
・労災病院において、チーム医療を推進するため、特定行為を行う看護師等、高度な専門性の下に多職種による連携及び協働ができる専門職種の育成及び研修を
実施すること。

・労災看護専門学校において、労災病院における勤労者医療の推進に必要な専門性を有する看護師を養成すること。
・内部統制について、その仕組みを有効に機能させるために中期計画・年度計画の進捗状況について点検・検討等の自己評価を行い、理事長のリーダーシップに
基づくPDCAサイクルを適切に実施すること。

・機構の理念について、職員に浸透を図ることにより、職員一人ひとりが機構に与えられた役割を全うできるように努めること。
・機構の役割・業務等について、広く国民の理解が得られるよう、積極的な広報に努めること。

自己評価 Ｂ

Ⅱ 指標の達成状況
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Ⅲ 評定の根拠

根 拠 理 由

障害者雇用の着実な実施 本部に理事長直轄の障害者雇用専門職及び障害者雇用専門員を配置し、本部と施設、障害者の就
労を支援する機関とが連携して実習から採用、就職後の支援までを行うことにより、障害者の確実
な採用、定着に繋げ、法定雇用率を上回る状況を継続している。

内部統制の充実・強化等 個人情報漏えい事案及びハラスメント事案等の非違行為について発生状況を把握する体制を構築
しており、事案の内容・発生原因・再発防止対策等については、事案ごとに都度検証している。ま
た、定期的に実施しているコンプライアンスチェックリストの結果や、ハラスメントに関する研修
の実施状況及び今後の実施案について、内部統制委員会に諮り、承認を得た発生防止対策に取り組
むことで、非違行為発生の防止を図った。

公正で適切な業務運営に向けた取組 研究不正の防止のために、研究に携わる職員が高い倫理観をもって活動できるよう、利益相反行
為、研究内容に関する不正行為の防止対策、研究費の不正防止対策の実施等の内容を盛り込んだe
ラーニング研修を受講する環境を整備している。

情報セキュリティ対策の推進 第三者による訪問監査、外部ペネトレーション（疑似侵入）テストを実施し、その結果を踏まえ
て各施設に情報セキュリティ指導事項改善報告書を作成させることでPDCAサイクルによる情報セ
キュリティ対策の改善を図った。

広報に関する事項 機構ホームページ上に掲載している各情報へのアクセス性を高める観点から、利用者の視点に
立ったトップ画面の改修作業を進めた。
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